








みを、それぞれ引き当てとしている。相続が開始して相続財産が相続人に帰属すると、被相続人の責任財産と相続人の責任財産が混合し、これによって相続債権者と相続人の債権者は、相続財産と相続人固有の財産 両方に対して権利を行使することがで る。このことは、 財産が債務超過にあるときは相続人の債権者に不利益をもたらし、相続人固有の財産が債務超過にあるときは相続債権者に不利益をもたらす可能性がある。そのために、相続人、相続債権者、受遺者、相続人の債権者との間 利害関係を調節する方法として、民法における限定承認、財産分離の制度と、破産法における 財産の破産、相続人の破産の制度があ 。　
限定承認とは、相続人の意思表示に基づいて、相続債権者および受遺者のため 範囲を 財産に限
定する制度である（民法九二二条） 。相続人によって限定承認がなされると、被 人の遺産と相続人固有の財産は分離され（同法九二五条） 相続債務や遺贈 の責任財産は相続財産中の積極財産の額に限定される。相続人は、それ以上の義務の履行を強制されない。このように限定承認は、過大な債務の相続から相続人を護るため 、本来
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財産については相続債権者に、相続人固有の財産については相続人の債権者に、それぞれ優先弁済権を認める制度である（民法九四一条、九四二条、九四八条、九五〇条） 。このうち相続債権者の申立てによるものを第一種財産分離、相続人の債権者によるものを第二種財産分離と呼ぶ。限定承認のよ に責任財産を限定する効果はないので、相続人固有の財産もなお相続債務 責任財産である。しかし、 債権者や受遺者は、相続人の債権者が満足を得るまでは個別執行による満足を得 ことができず、財産分離後の清算手続および相続人の破 手続においては、相続人の債権者に劣後する（同法九四八条、九五〇条二項、破産法二四 三項） 。　
平成一六年改正以前の破産法は、限定承認または財産分離の後に相続財産が債務超過の状態にあることが発見さ





































































六五〇条二項・三項）ので、相続債権者および受遺者は、限定承認者に対して、いつでも相続財産の管理状況を報告するよう求めることができる。他方で、限定承認者は、相続財産管理に際して受け取った金銭その他 物を相続財産に組み入れ、管理に要した費用の償還、負債の弁済、損害の賠償等を相続財産から支出させることができる。もし相続財産に利害関係を有する相続債権者や受遺 あるいは検察官が相続人主導の遺産管理を不安に思う きは、家庭裁判所に対して相続財産の保存のために必要な処分を求めることができる（同法九二八条） 。　
家庭裁判所に求めることのできる処分の中には、相続人ではない第三者から相続財産管理人を選任することも含






























































































































































































































弁済期未到来の債権は、限定承認 が期限の利益を放棄するかたちで、直ちに される（同法九三〇条一項） 。条件付債権および存続期間の不確 な債権 家庭裁判所が選任した鑑定人の評価 従って弁済される（同条二項） 。　
相続財産の破産でも、相続債権者の債権は受遺者の債権に優先する（破産法二三一条） 。その上で、各相続債権者




とを最後配当の除斥期間中に証明することで、最後配当の手続に参加することができる（破産法一九八条一項） 。最後配当の実施までに当該破産債権の額等が確定しない場合には、破産管財人は当該破産債権者に対する配当額を供託する（同法二〇二条一号） 。 届出期間中に債権額が明らかでないことをもって、他の届出 債権者に劣後させる取扱いはない。　
期限未到来の債権は破産手続開始時において弁済期が到来したものとみなされ（破産法一〇三条三項） 、非金銭債






を尊重する制度として位置づけられている。限 承認をすること 、相続人は、相続債権者および受遺者による相続人固有の財産に対する権利行使を防止することができる。また相続財産の限度で相続債務の弁済を行った 残余財産があれば、相続人はそれを相続することができる。限定承認によって相続債権者 び相続人 債権者の利益が保護される場合もある。もし限定承認が認められないならば、相続人が債務超過に陥っている場合には相続者の取り分が減少する可能性があり、逆に、相続財産が債務超過の場合には相続人の債権者の利益 害される可能性がある。しかしながら、これら相続債権者および相続人の 権者の利益保護のためには別 財産分離の手続が用
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五一
意されており、限定承認における相続債権者および相続人の債権者の利益は、限定承認が認められたことによる結果的な利益であると考えられる。したがって、限定承認の目的は第一に相続人の保護にあると考え 、その手続も相続人の を第一に構成さ ている。これに対して破産手 は、破産債権者に対する公平かつ平等な配当を行うことで、破産債権者全員の利益を保護す ことを第一の目的とする手続である。　
限定承認における清算手続で清算業務を取り扱うのは限定承認者であって、第三者的な立場にある破産管財人の
ような者が清算手続を担当するわけではない。財産の管理・換価・配当弁済における注意義務 破産管財人 負うそれ りも低く、常に家庭裁判所の監督に服するわけではない。限定承認者による適正な清算手続 確保は、事後的な損害賠償責任（民法九三四条）の可能性と、相続債権者および受遺 に る監視・監督に委ねられてい 。　
破産手続が開始されると、破産債権者は破産手続外で自己の債権を行使することが禁止される（破産法一〇〇条



































































































































あり、その分相続債権者や受遺者の間の公平の実現や手続保障は後退している。債権者間に合意がある場合には限定承認による清算が問題なく進むと考えられるが、必ずしも十分な手続上の機能が備わっておらず、とくに債権者間の利害対立が深刻な場合には適切な清算手続だとは評価しがたい。債権者間 公平な財産の分配を実現するためには、相続財産破産の活用 もっと検討されるべき ろう。　
他方で、相続財産の破産は相続人にとっても有益である。破産手続において相続人は、限定承認による清算のよ

















































（0）限定承認が相続財産の清算を前提にするものであって、相続財産を独立した特別財産のようにみるという点から考えると、管理における注意義務の程度は破産管財人が破産 団の管理について負う注意義務と同程度の善管 意義務を課すべきだとの批判がある。松原正明『全訂判例先例相続 Ⅲ』 （二〇〇八年、日本加除出版）二〇二頁、谷口 久貴・前掲注 （６） 五六四頁〔小室直人・浦野由紀子〕 、松川正毅＝窪田充見編『新基本法コンメンタール相続』 （二〇一六年、日本評論社）一四七頁〔川淳一〕 。
（
（（）　
中川＝泉・前掲注 （１） 四一四頁注 （１） 、松原・前掲注 （








































者は損害賠償責任を負うことになるので 弁済 拒絶 とするのは限定承認者 とっ 酷であると主張 。 その上で、請求申出期間満了後であっ も、弁済額を計算するのに相当な期間内は弁済を拒絶することが信義則上認められると主張する。松原・前掲注 （



















































具体的な問題点は、谷口＝久貴・前掲注 （６） 五九 頁〔松原正明〕以下を参照。
（
（（）　
伊藤眞『破産 ・民事再生法〔第四版〕 』 二〇一八年、有斐閣）七〇六頁。
（
（（）　





債権額を弁済すれば足りるという考え方と、当該債権者に対する配当を留保したまま他の相続債権者に配当し、相続債務の存否・額に関して争いがある場合には民事訴訟手続によって確定されるべき との考え方が対立している。谷口＝久貴・前掲注 （６） 五七七頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
谷口＝久貴・前掲注 （６） 六〇〇頁〔松原正明〕 。
（
（（）　










斉藤秀夫＝麻上正信＝林屋礼 編『注解破産法〔第三版〕下』 （一九九九年、青林書院） 四六頁〔林屋礼二 宮川知法〕 、
佐上・前掲注 （７） 三一四頁、田原＝山本・前掲注 （５） 五〇〇頁〔平岩みゆき〕 。
（
（（）　
大阪高判昭和六三年七月二九日高民集四一巻二号八六 、斉藤秀夫＝麻上正信＝林屋礼二編『注解破産法〔第三版 上』 （一
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六一
九九八年、青林書院）六四頁〔小室直人・高階貞男〕 、竹下・前掲注 （６） 九六九頁〔中島弘雅〕 、伊藤・前掲注（
（（）九四頁、





















吉岡・前掲注 （２） 四一五頁、安達栄司「相続財産破産」櫻井孝一＝加藤哲夫＝西口元編『倒産処理法制の理論と実務』 （経














中川＝泉・前掲注 （１） 四〇四頁、四〇六頁注 （４） 、谷口 久貴・前掲注 （６） 五五五頁〔小室直人・浦野由紀子〕 。
（
（（）　
谷口＝久貴・前掲注 （６） 六一一頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
佐上・前掲注 （７） 三一四頁。
（
（（）　
平成一六年破産法改正を受けて民法が宿題を負ったとの認識を示すものとして、 小林秀之＝沖野眞巳 『わかりやすい破産法』
（二〇〇五年、弘文堂）二四七頁〔沖野眞巳〕 。
岡　法（68―３・４） 358
六二
